
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成25年10月　1日改定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成26年12月　1日改定

《不正使用防止具体策》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成28年  3月17日改定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和4年6月23日改定

1） 最高管理責任者（学長）

・不正使用防止計画を策定する。
2） 統括管理責任者（財務担当理事）

・競争的研究費等の運営・管理にかかわる構成員を対象としたコンプライアンス教育や啓発活動等の具体的な計画を策定・実施する。
3）

・所属の研究者等に、定期的に啓発活動を実施する。
4）

5）

6） 研究者等（常勤教職員、非常勤教職員、関係学生等）

１．学内の責任体系の明確化
不正使用防止計画

◆ 管理・運営責任者の責任・権限の認識不足 ◎ ○

○

◎ ○

コンプライアンス推進責任者（部局長）（以下「推進責任者」という。）

　 国立大学法人横浜国立大学（以下「本学」という。）は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成19年2月15日制定、平成26年2月18日改定　文部科学大
臣決定）（以下「ガイドライン」という。）を受け、「国立大学法人横浜国立大学公的研究費等管理規則」（以下「管理規則」という。）を制定し、本管理規則第4条第3項及び第5条第2項に基づき、次
のとおり「不正使用を防止するための計画（以下「不正使用防止計画」という。）」及び大学全体の不正使用を防止する具体的な対策（以下「不正使用防止具体策」という。）を策定し実施する。

・「不正使用防止計画」及び「不正使用防止具体策」を実施するとともに、実施状況報告書を翌年度の5月31日までに統括管理責任者へ提出する。

・公的研究費の管理及び運営について統括する実質的な責任と権限を持つ。

公的研究費等の使用に当たっては、関係法令及び学内規則並びに資金交付機関が定めた使用ルール等を遵守し、社会に対して説明責任があることを十分自覚する。（※「国立大学法人
横浜国立大学における公的研究費等の適正な使用に関する行動規範」（以下「行動規範」という。）参照）

最高管理責任者（学長）の下、「不正使用防止計画」及び「不正使用防止具体策」を推進する。

・公的研究費等の管理及び運営を適正に行うための基本方針を策定し周知する。

・「不正使用防止計画」を実施するとともに、「不正使用防止具体策」を策定し実施する。

・所属の研究者等に、コンプライアンス教育を実施し、受講状況等の管理監督を行う。
・所属の研究者等の予算執行に関してモニタリングを実施し、必要であれば改善の指導を行う。

推進責任者の交代時には、十分な引継ぎを実施する。
【推進責任者】
全学統一の推進責任者専用リーフレットを作成し、配布する。
【不正防止推進室】
全学統一の推進責任者専用リーフレットを作成し、配布する。
【不正防止推進室】[再掲]

コンプライアンス推進副責任者（推進責任者が任意で設置）

国立大学法人横浜国立大学における公的研究費等の不正使用防止計画・不正使用防止具体策

不正使用発生要因

Ⅰ　目的

Ⅱ　責務

Ⅲ　「不正使用防止計画」「不正使用防止具体策」

・公的研究費の管理及び運営について最終責任を負う。

不正使用防止具体策

不正防止推進室（学長指名）
不正使用に係る指定された範囲の業務を実施するとともに、実施状況報告書を翌年度の4月30日までに推進責任者へ提出する。

人事異動により推進責任者が交代しても、後任者にも責
任・権限について十分認識させる。

《不正使用防止計画》
最高管理責任者（学長） 　　　　　　　平成20年　6月　9日制定

統括管理責任者（財務担当理事）　 平成26年12月  1日制定

推進責任者に就いて長期間が経過しても、責任・権限の
認識を低下させない。



２．適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

不正使用防止計画

◆ ◎ ○

◎ ○

◎ ○

○

○

○

３．不正を発生させる要因の把握と不正使用防止計画の策定・実施
不正使用防止計画

◆ 不正使用防止計画及び不正使用防止具体策の陳腐化 ◎ ○

４．公的研究費等の適正な運営・管理活動
不正使用防止計画

◆ 予算執行計画及び執行管理に対する意識が希薄 ◎ ○

不正使用発生要因

使用ルールに係る説明会等の実施及び使いやすく分かりやす
いマニュアル、リーフレット等の作成や改訂を行うなど、使用
ルールに関する理解度の向上を図る。
【事務局推進責任者（執行部署）】

執行部署会計担当職員と部局会計担当職員間又は部局
会計担当職員と研究者間において、使用ルール等の解釈
の統一化を図る。

執行部署は事務処理手続きに関するルールと運用実態につい
て、乖離のチェックを行い、必要があれば適宜見直す。
【事務局推進責任者（執行部署）】

不正使用発生要因 不正使用防止具体策

不正を起こさせない組織風土を形成するために、不正防
止に向けた意識の向上と浸透を図る。

研究者等に教授会等を活用し、定期的に啓発活動を実施する
【推進責任者】

作成されたマニュアル及びリーフレット等を公開する場合は、
ホームページ（教職員専用）の財務会計システムマニュアルの
ページに、他の会計に関する情報も集約し掲載する等、使いや
すい体系にする。
【事務局推進責任者（執行部署）】

公的研究費等は、主に国民の貴重な税金などで賄われて
おり、運営・管理する責任と重大さを自覚させるために、
誓約書を提出させ意識向上を図る。

不正使用防止具体策

本学の規則や関係法令、使用ルールを遵守し適正に管理する
ことなどについて意識向上を図るため、管理規則第2条第5号の
研究者等は別紙「公的研究費等の使用に関する誓約書」を学
長に提出する。
【研究者等】
なお、推進責任者は本誓約書の管理監督を行う。
【推進責任者】

学内外において新たな不正経理の要因が発生すること等
に伴い、不正使用防止計画及び不正使用防止具体策を
陳腐化させないよう見直しを図る。

監査室による内部監査結果、不正経理の情報を受け付ける通
報窓口への通報、報道による情報等により認識した不正発生要
因を分析し、必要に応じて不正使用防止計画及び不正使用防
止具体策を改正する。
【不正防止推進室】

研究者等に公的研究費等の適正な運用・管理に関する基本的
事項を理解及び意識を向上させるため、e-ラーニングによる教
育を実施する。
【推進責任者】

不正使用防止計画及び不正使用防止具体策や使用
ルール等に関する理解不足

不正使用防止計画及び不正使用防止具体策並びに行動規範
についてリーフレット等で周知徹底し、研究者等の認識の向上
を図る。
【推進責任者】

本学の不正使用防止計画及び不正使用防止具体策並び
に行動規範について、認識の向上を図る。

不正使用発生要因 不正使用防止具体策



◎ ○

○

○

◎ 年度末に、予算執行が集中しないようにする。 ○

○

◆ 購入物品等に係る納品検収の不徹底 ◎ ○

○

○

○

◆ 取引業者との癒着 ◎ ○

◎ ○

◎ ○

◎ ○

○

◆ 旅費・謝金・非常勤給与に係る実態の未確認 ◎ ○

◎ ○

通知文等により、早期（計画的）予算執行の実施について、周
知を図る。
【推進責任者】

公的研究費等の研究（使用）目的についての意識が希薄
なことで、複数の経費の混同執行など、目的外執行を誘
発させない。

公的研究費等の混同使用の不適切性等について、リーフレット
等により啓発活動を実施し、研究者等の意識の向上を図る。
【事務局推進責任者(執行部署)】

目的外執行を防止するため、旅行者が予算の目的に沿った申
請を行っているか旅行命令発令時に用務内容を確認する。
【推進責任者】

目的外執行を防止するため、請求者が予算の目的に沿った請
求を行っているか契約内容を確認する。
【事務局推進責任者（執行部署）】

架空取引により、支払った代金を業者に「預け金」として管
理させ、別の用途に流用又は充当することをさせない。

本学が購入した全ての納入品について、納品検収センター等の
職員による検収を実施する。
【事務局推進責任者（執行部署）】

研究者等と業者の関係が必要以上に緊密になるような取
引が慣習的にならないようにする。

内部監査において、年度末等における本学の未払金と業者の
売掛金を照合し、不整合の有無について確認を行う。
【監査室】[再掲]

財務会計システムの予算差引簿等により、発注が特定業者に
偏りがある等、不自然な取引がないか確認し、必要に応じて研
究者等に指導する。
【推進責任者】

内部監査において、謝金及び給与に係る勤務について、委嘱者
等へのヒアリングの実施等により確認する。
【監査室】

本学が契約した全ての修理・点検等の役務について、納品検収
センター等の職員による完了確認を行う。
【事務局推進責任者（執行部署）】

購入した物品（立替払を含む）等について、請求者（立替
者を含む）以外の者による納品確認体制を構築する。

財務会計システムの予算差引簿等により、早期（計画的）予算
執行が行われているか確認し、必要に応じて研究者等に指導
する。
【推進責任者】

勤務実態がないにも関わらず請求を行い、その謝金・給
与を還流し、別の用途に流用又は充当することをさせな
い。

本学が契約した据え付け調整等の設置作業を伴う物品につい
て、据え付け後の現場において納品検収センター等の職員によ
る完了確認を行う。

内部監査において、年度末等における本学の未払金と業者の
売掛金を照合し、不整合の有無について確認を行う。
【監査室】

当該年度中に発注し年度末時には物品の一部のみしか
納入されていないにもかかわらず、未納品分（翌年度納品
分）までの代金を当該年度予算で支払わせない。
当該年度の予算の残額が無いにもかかわらず、次年度に
支払うことを業者に約束して物品を納入させない。

出張の実態がないにも関わらず、旅費を請求し受け取る
ことをさせない。

内部監査において、年度末等における本学の未払金と業者の
売掛金を照合し、不整合の有無について確認を行う。
【監査室】[再掲]
本学が購入した全ての納入品について、納品検収センター等の
職員による検収を実施する。
【事務局推進責任者（執行部署）】[再掲]

内部監査において、旅行命令に基づく出張が行われているか
を、旅行者へのヒアリングの実施等により確認する。
【監査室】

内部監査において、継続的な役務（機器の保守、データベース
の運用・管理等）について、抽出による現場確認を行う。
【監査室】



５．情報発信・共有化の推進
不正使用防止計画

◆ 相談窓口及び通報窓口の設置情報が未浸透 ◎ ○

６．モニタリングの在り方
不正使用防止計画

◆ 監査室と不正防止推進室の連携不足 ◎ ○

※【　】内は不正使用防止具体策の実施者

監査室と不正防止推進室は、内部監査結果及び不正使用防止
計画等実施状況の情報を合同会議の開催などにより共有し、
必要に応じて、互いの実施計画のモニタリング事項に反映させ
る。
【監査室，不正防止推進室】

相談窓口及び通報窓口が設置されていること及び通報につい
ては、通報者の保護を徹底していることをホームページやリーフ
レット等で周知する。
【事務局推進責任者（財務部）（研究推進部）】

監査室と不正防止推進室の情報共有不足により、不正経
理を見落とすことがないよう連携強化を図る。

使用ルール及び外部資金制度等の相談を受け付ける相
談窓口や不正経理の情報を受け付ける通報窓口が設置
されていることを周知し浸透させる。

不正使用発生要因

不正使用発生要因

不正使用防止具体策

不正使用防止具体策


